
１　提出期限

　　交付申請書の提出期限は、令和６年１月31日までとなっております。

２　提出方法等

　⑴　書類は、下記の番号順に整えて提出してください。

　⑵　書類が揃っていない場合には受理することができない可能性があるので、ご注意ください。

　⑶　この他、審査に必要な書類を提出していただく場合がありますので、ご承知おきください。

番号 書　　類　　名 部　数 備　　　　　　考 ﾁｪｯｸ

1 交付申請書（様式第1号） 原本１部 □

2 国庫補助金所要額調書（別紙1） 原本１部 □

3 事業実施計画書（別紙2） 原本１部 □

4 助成対象経費の見積書 写し各１部
二者以上の見積もりを徴する
（契約予定額が１０万円未満の場合、相見積もりは不要）

□

5
生産性要件を満たしていることが確認
できる書類（希望する場合に限る。）

シートは
原本１部

証拠書類は
写し各１部

生産性要件算定シート、当該シートの証拠書類（損益計算
書、総勘定元帳など）

□

6

特例事業者に該当することを確認できる
書類
(要領別紙３（別添１・別添２-１・別添
２-２）（裏面）（留意事項）の１に該当
する場合に限る。)

申出書は
原本１部

証拠書類は
写し各１部

要領別紙３（別添１）生産量要件に係る事業活動の状況に関
する申出書、申出書のＡ欄からＣ欄を証する書類（（例）総
勘定元帳、生産月報、月次損益計算書など）は交付申請書の
提出日が属する月の前月から遡って３ヶ月間及び前年、前々
年又は３年前の同期分が必要。【企業単位】

要領別紙３（別添２－１、別添２－２）物価高騰等要件に係
る事業活動の状況に関する申出書、申出書のＡ欄からＣ欄を
証する書類【事業場単位、なければ企業単位】
（（例）月次損益計算書、試算表等）は交付申請書提出日の
属する月の前月から遡って３ヶ月間のうちの任意の１月及び
前年同月分が必要。）

　なお、任意様式（本助成金の申請に当たり、新たに作成し
提出されたもの）については、認められません。

□

7
申請前３月分の賃金台帳の写し
※給与形態等によっては、３月分以上必
要となる場合があります。

写し1部

申請前の時間給又は時間換算額が、引上げ後の事業場内最低
賃金に満たない労働者の分。
歩合給がある場合は申請直近１年間の賃金台帳及び総実労働
時間を証する書類が必要。
（本省Q＆A 問8参照）

□

8 その他（　　　　　　　　　　　　） □

中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金）

交付申請書提出書類一覧


